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大臣官房
技術調査課

担当課令和３年度実施時期i-Constructionの推進テーマ名

i-Constructionの推進対象政策

中長期的な建設現場の労働者不足に対応するため、i-Constructionにより、令和 7 年度までに建設現場の生産性
２ 割向上を目指すことを目的とする。

政策の目的

（１）ICT の全面的な活用

ICT 施工を適用しうる工事として公告した工事のうち、実際に ICT 施工が実施された工事の割合は着実に向上
（平成 28 年度：約 36%、令和 2 年度：約81％）

（２）全体最適の導入

大きさ 2m×2m 以下の小型プレキャストは、活用率 95%を超えている

（３）施工時期の平準化

平成 28 年度と比較し、令和元年度にかけて公共工事の稼働件数平準化が浸透

（４）3 次元データの利活用

令和 2 年度 BIM/CIM 活用実績は 515 件（業務 389 件、工事 126 件）で、順調に活用実績が拡大

（５）官民連携の体制構築

令和 3 年度「i-Construction 大賞」は、 ICT 活用だけではなく DX に関する取組など建設業界全体や建設業界外
から広く応募があり、表彰を実施

（６）生産性向上の状況

i-Construction の目標の達成状況を、ICT 活用工事による作業時間縮減効果より算出した「生産性向上比率」は、
令和元年（2019 年）時点で 17%に達している（目標：令和 7 年度（2025 年度）約 23%）

評価結果の
概要

令和７年度
改善方策の
実施状況の
把握時期

政策レビュー取りまとめ後の改善方策の実施状況確認票
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対応方針と取りまとめ後の実施状況

①ICTの全面的な活用

技術基準類の整備状況 技術基準類の整備等により、ICT施工実施率が向上

※国土交通省「ICT導入協議会（第21回）会議資料」（令和7年6月27日開催）より作成 2

レビュー取りまとめ時点での政策への反映の

方向（予定）（「取りまとめ後の対応方針」等）

• 更なる現場実証や基準類の整備を実施予定

レビュー取りまとめ後の改善方策の実施状況

（「これまでの取組」もしくは「今後の取組方針」）

• 小規模現場でも活用可能な小型のマシンガイダンス技術搭載バック
ホウによる施工や安価なモバイル端末を用いた出来形計測手法の
要領等を整備 （令和４年度より適用）

• 小規模現場で活用できる３次元計測技術・小型ＩＣＴ建設機械の
紹介や小規模工事でのＩＣＴ施工技術の活用事例をまとめた手引き
を作成（令和６年度）

• 小型のマシンガイダンス技術搭載バックホウの刃先にて3次元座標
を取得できる機能を使って、光波計測に代えた断面管理による出来
形計測の要領を整備（令和７年度より適用）



対応方針と取りまとめ後の実施状況

②全体最適の導入

コンクリート工が目指す建設現場のイメージこれまでの取組（今後の予定含む）
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レビュー取りまとめ時点での政策への反映の

方向（予定）（「取りまとめ後の対応方針」等）

• 価格以外の要素（安全性や施工期間等）を踏まえ、支払いに

対して最も価値の高いサービスを供給の考え方 （VFM：Value 

for Money等）の導入を検討

レビュー取りまとめ後の改善方策の実施状況

（「これまでの取組」もしくは「今後の取組方針」）

• 令和６年３月 VFMによるコンクリート構造物の工法比較に

関する 試行要領を策定し、試行を開始

• 令和７年８月 試行結果に基づき、試行要領を改正

⇒ ９業務で試行 （令和７年10月時点）

• 令和８年度 実施要領（案）を策定予定



対応方針と取りまとめ後の実施状況

③施工時期の平準化

閑散期（４月～６月）における平準化率の推移 地域別の平準化率（閑散期） ※県域単位

※県域単位：各都道府県管内の都道府県、市区町村発注の全ての工事を足し合わせて算出
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レビュー取りまとめ時点での政策への反映の

方向（予定）（「取りまとめ後の対応方針」等）

• 自治体に対し国の取組を共有、地域ごとに発注者としての平準化率
の目標値設定、フォローアップを推進

レビュー取りまとめ後の改善方策の実施状況

（「これまでの取組」もしくは「今後の取組方針」）

• 平準化の状況を確認するため、令和２年度から地域発注者協議会
において、新・全国統一指標として、国・地方公共団体の平準化率
（閑散期）※を集計して公表しており、令和６年度の目標値達成に
向けて、毎年フォローアップを実施

※平準化率（閑散期） ：
4～6月期の工事平均稼働件数

年度の工事平均稼働件数

• 毎年の地域発注者協議会や研修等において、自治体に対し国の
取組を共有するとともに、施工時期の平準化の必要性を説明

• 今後5年間（令和７年度～令和11年度）は、閑散期（４月～６月）に
加え、繁忙期（１月～３月）の平準化率も、毎年フォローアップ予定



対応方針と取りまとめ後の実施状況

④3次元データの利活用

全国各地でBIM/CIMに係る研修を実施 普及を進めた結果、優良事例が蓄積
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レビュー取りまとめ時点での政策への反映の

方向（予定）（「取りまとめ後の対応方針」等）

（１）3次元データを一元的に保存・蓄積・ 共有できる「DXデータセンター」
の整備や、i-Constructionで得られたデータや官民のデータを連携
し、活用を図るため、「国土交通データプラッ トフォーム」を構築

（２）今後、BIM/CIM活用未経験企業へのア ドバイザー制度を全国へ
展開

（３）電子納品のオンライン化の一部運用を実施・拡大

レビュー取りまとめ後の改善方策の実施状況

（「これまでの取組」もしくは「今後の取組方針」）

（１）令和５年度 BIM/CIM原則適用

令和５年９月 国土交通データプラットフォームと連携している
各データにリアルタイムにアクセスでき、利用者
による自動でのデータの検索や取得が可能となる
「利用者向けAPI」の提供を開始

令和７年３月 BIM/CIM取扱要領策定

令和７年９月 『DXデータセンターにおける3次元データ利用環境の
官民連携整備に関する共同研究報告書』公表

（２）令和４年度～ 3次元データ作成等のアドバイザー制度(関東、中部、
中国、四国、九州）を東北、北海道、沖縄にも拡大

（３）令和５年２月 電子納品のオンライン化 本格運用開始



対応方針と取りまとめ後の実施状況

⑤官民連携の体制構築

コンソーシアム会員数は、着実に増加 インフラDX大賞の民間部門の応募件数の急増

R７.３末 Ｒ６.３ 末Ｒ５.３末 ～R4.３末年月

1,421 1,354 1,289 1,238 会員数 

（＋67） （＋65） （＋51）  前年度との比較 

 

※実績値を記載
※実績値を記載 6

レビュー取りまとめ時点での政策への反映の

方向（予定）（「取りまとめ後の対応方針」等）

• i-Construction大賞へ建築を含む建設業全体や建設業界以外からの
応募が行われるよう、募集の工夫や取組内容の広報を強力に推進

レビュー取りまとめ後の改善方策の実施状況

（「これまでの取組」もしくは「今後の取組方針」）

• 令和４年度 平成29年度から実施してきた「i-Construction大賞」に
ついて、インフラDXに関する優れた取組を表彰し、ベス
トプラクティスと して横展開するため「インフラDX大賞」
へと改称

• 令和６年度 コンソーシアム会員への広報活動や民間団体へ会員
登録の促進により、i-Construction・インフラDX推進コン
ソーシアム会員が自薦する「民間部門」の応募件数が
過去最多を記録

• 今後も引き続き、中小企業へインフラDXの普及拡大を図るため、
インフラDXの効果検証と横展開に向けた広報活動を推進

(人)

(事業者)

(登録日)



対応方針と取りまとめ後の実施状況

⑥民間部門(民需)への広がり

ICT施工に関する研修を実施 ICTアドバイザー制度の取組例

R6年度R5年度R４年度R３年度

162141179138施工業者向け(回)

247273338226発注者向け（回）

409414517364合計（回）※

※施工業者向けと発注者向けの重複箇所あり

■中部地方整備局の例

※国土交通省「ICT導入協議会（第21回）会議資料」（令和7年6月27日開催）より作成 7

レビュー取りまとめ時点での政策への反映の

方向（予定）（「取りまとめ後の対応方針」等）

• i-Constructionの対象を民間の発注工事にも対象を拡げ、ICT施工の
導入等の民間事業者への支援策を検討

レビュー取りまとめ後の改善方策の実施状況

（「これまでの取組」もしくは「今後の取組方針」）

• 毎年度、ＩＣＴ施工に関する研修の実施

• 平成28年度以降、関東、中部、中国、四国、九州地方整備局で
実施している「ICT施工未経験企業へのア ドバイザー制度」を、
新たに下記の地方整備局等にも拡充し、民間事業者を支援

令和４年４月 東北地方整備局
令和６年３月 北海道開発局
令和７年４月 沖縄総合事務局・沖縄県



対応方針と取りまとめ後の実施状況

⑦i-Constructionの今後の方向性

8【出典】 第21回 ICT導入協議会（令和7年6月27日）資料より

ICT施工による作業時間短縮効果 ウクライナにおける遠隔施工実演

遠隔施工実演

令和７年１０月 現地撮影

令和７年７月 現地撮影

現地事前調査

レビュー取りまとめ時点での政策への反映の

方向（予定）（「取りまとめ後の対応方針」等）

• これまでのi-Constructionを「インフラ分野のDX」の取組へと拡大して
いく。

• インフラ分野のDXを通じて「働 き方改革」、「グリーン・イノベーション、
グリーンインフラの推進」の取組を進め、さらにこれらを「海外展開」し
ていくことが求められている

レビュー取りまとめ後の改善方策の実施状況

（「これまでの取組」もしくは「今後の取組方針」）

• 令和６年度 「i-Construction 2.0」を策定

⇒ 2040年度までに建設現場の省人化を少なくとも3割、
すなわち生産性を1.5倍向上することを目標

• 令和７年度 国土交通省土木工事の脱炭素アクションプラン策定

⇒ ICT施工の導入により作業時間が短縮され、建設機械から排出
されるCO2の縮減を期待

• 令和７年10月 ウクライナ早期復興支援の一環として、遠隔施工の
実演を現地で実施

(h)

※ 活用効果は、施工者へのアンケート調査結果の平均値として算出
※ 従来の労務は、施工者の想定値
※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる


